
千葉市介護保険住宅改修費に係る受領委任払実施要綱  

 

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者

又は法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者 (以下「居宅

要介護被保険者等」という。)から委任を受けて、法第４５条第１

項に規定する居宅介護住宅改修費及び第５７条第１項に規定する

介護予防住宅改修費 (以下単に「住宅改修費」という。)の受領（以

下「受領委任払い」という。）を行う事業所の登録等の手続きに

関し、必要な事項を定めるものとする。  

（登録の申請等）  

第２条  法第４５条第１項及び第５７条第１項に規定する住宅改修

(以下「住宅改修」という。 )を行う事業所の設置者（以下「設置

者」という。）であって、設置する事業所がこの要綱に基づき受

領委任払いを行うために市長の登録 (以下「事業所登録」という。)

を受けようとするものは、介護保険住宅改修費受領委任払いに係

る承諾書兼登録申請書 (様式第１号 )により市長に申請しなければ

ならない。  

２  前項の規定による申請をした設置者は、登録を希望する事業所

ごとに、市が行う住宅改修費の受領委任払いに関する説明会兼住

宅改修に関する研修会（以下「新規説明会」という。）に、当該

事業所に在籍する役員又は従業者を出席させなければならない。  

 （登録の決定等）  

第３条  市長は、前条第１項の規定による事業所登録の申請があっ

た場合において、登録を希望する事業所に在籍する役員又は従業

者が同条第２項の新規説明会に出席したときは、その内容を審査

し、登録の可否を決定し、その旨を介護保険住宅改修費受領委任

払取扱登録事業所可否決定通知書 (様式第２号 )により、当該申請

をした者に通知するものとする。  

２  市長は、前項の規定により登録決定された事業所（以下「登録

事業所」という。）について、介護保険住宅改修費受領委任払取

扱登録事業所一覧（以下「登録事業所一覧」という。）に次の各

号に掲げる事項を登録し、居宅要介護被保険者等、法第４６条第

１項に規定する指定居宅介護支援事業者及び第５８条第１項に規
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定する指定介護予防支援事業者等に対し、登録事業所に係る第５

号から第１２号に掲げる事項について書面及び千葉市ホームペー

ジへの掲載の方法により情報提供を行うものとする  

（１）設置者の名称  

（２）設置者の代表者職氏名  

（３）設置者の所在地  

（４）設置者の連絡先  

（５）登録番号  

（６）登録事業所の名称  

（７）登録事業所の代表者職氏名  

（８）登録事業所の所在地   

（９）登録事業所の連絡先  

（１０）登録事業所の営業日・営業時間  

（１１）利用者からの苦情処理のために講じる措置  

（１２）登録の有効期間  

（１３）設置者の代表者印  

（１４）登録事業所の代表者印  

（１５）住宅改修費の指定振込先口座  

（登録の有効期間 )  

第４条  前条の規定により決定された事業所登録の有効期間は、新

規説明会に出席した日の属する月の翌月初日を有効期間開始日と

し、有効期間開始日が属する年度の翌年度末日を有効期間満了日

とする。  

 （登録の更新）  

第５条  設置者は、事業所登録の更新にあたり、有効期間の満了す

る前に、介護保険住宅改修費受領委任払いに係る承諾書兼登録申

請書 (様式第１号 )により市長に申請しなければならない。また、

事業所登録の更新の申請をした設置者は、登録の更新を希望する

事業所ごとに、市が行う登録更新説明会兼研修会（以下「更新説

明会」という。）に、当該事業所に在籍する役員又は従業者を出

席させなければならない。  

２  市長は、前項の規定による事業所登録の更新の申請があった場

合において、登録の更新を希望する事業所に在籍する役員又は従

業者が前項の更新説明会に出席したときは、その内容を審査し、

登録の可否を決定し、その旨を介護保険住宅改修費受領委任払取

扱登録事業所可否決定通知書 (様式第２号 )により、当該申請をし
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た者に通知するものとする。また市長は、登録更新が決定された

事業所について、登録事業所一覧に第３条第２項に掲げる事項を

登録し、居宅要介護被保険者等、法第４６条第１項に規定する指

定居宅介護支援事業者及び第５８条第１項に規定する指定介護予

防支援事業者等に対し、登録事業所に係る第５号から第１２号に

掲げる事項について情報提供を行うものとする。  

３  前項の規定により更新された事業所登録の有効期間は、更新説

明会に出席した日の属する年度の翌年度の４月１日から２年間と

する。  

(登録事業所の責務 ) 

第６条  登録事業所は、関係法令及びこの要綱を遵守するとともに、

居宅要介護被保険者等が、可能な限り居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように、その心

身及び住宅の状況等を踏まえた適正な住宅改修を行うよう努めな

ければならない。  

２  登録事業所は、第２条第２項に規定する新規説明会及び第５条

第１項に規定する更新説明会の他に、市が住宅改修に関する研修

会を行うときは、登録事業所に在籍する役員又は従業者を出席さ

せなければならない。  

 (変更等の届出等 ) 

第７条  設置者は、第３条第２項各号に定める登録事項（登録の有

効期間を除く。）を変更しようとするときは介護保険住宅改修費

受領委任払取扱登録事業所に係る変更届出書（様式第３号）によ

り、市長に届け出なければならない。  

２  設置者は、登録事業所が住宅改修の施工又は受領委任払いの事

業を廃止し、休止し、又は再開しようとするときは、介護保険住

宅改修費受領委任払取扱登録事業所（廃止・休止・再開）届出書

(様式第４号 )により、市長に届け出なければならない。  

３  市長は、前２項の規定による届出があった場合は、登録事業所

一覧の登録事項の変更又は住宅改修の施工若しくは受領委任払い

の事業の廃止、休止若しくは再開について登録事業所一覧に記載

するものとする。  

(登録の取消等 ) 

第８条  市長は、設置者又は登録事業所が次の各号のいずれかに該

当するときは、事業所登録を取り消すものとする。  

(１ ) 不正の手段により事業所登録を受けたとき。  
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(２ ) 受領委任払いに係る請求に関し不正があったとき。  

(３ ) 次条第１項の規定による市長の調査を正当な理由がなく拒否

し、若しくはこれに虚偽の回答をし、又は同条第２項の是正措

置を正当な理由がなく拒否したとき。  

(４ ) その責めに帰すべき事由により居宅要介護被保険者等の財産

を損壊し、又は滅失したとき。  

(５ ) 居宅要介護被保険者等から受領委任払いを求められた場合に

おいて、正当な理由がなく、これを拒否したとき。  

(６ ) 第６条の規定に著しく違反したと認められるとき。  

(７ ) 法第２３条に規定する文書その他の物件の提出若しくは提示

の依頼若しくは当該職員による質問若しくは照会の求めを拒否

し、又はこれらに対し虚偽の回答をしたとき。  

(８ ) 法第４５条第８項に規定する市長の権限の行使を拒否し、又

はこれに虚偽の回答をしたとき。  

(９ ) 不正の手段により第１１条第１項の委任を受けたとき。  

(10) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第７５

条第１項第３号及び第９４条第１項第３号に規定する住宅改修

について必要と認められる理由が記載されている書類（以下「住

宅改修理由書」という。）の作成に不正の手段により関与した

とき。   

(11) 千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和６０年８

月１日施行）に基づく指名停止又は千葉市建設工事等暴力団対

策措置要綱（平成１１年１２月１日施行）に基づく指名除外を

受けたとき。  

（ 12）被保険者本人等が望まない介護保険制度の手続き等を事業所

が強要したことを確認したとき。  

（ 13）千葉市高齢者・障害者住宅改修事業者登録の抹消処分を受け

たとき。  

（ 14）設置者が同一である他の登録事業所が事業所登録の取消しを

受けたとき。  

２  前項の規定による事業所登録の取消しは、登録事業所一覧から

登録事項を抹消することにより行う。この場合において、市長は、

取消しを受けた事業所の設置者に対し、介護保険住宅改修費受領

委任払取扱登録事業所取消決定通知書（様式第５号）により、通

知するものとする。  
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３  市長は、第１項各号の規定により事業所登録を取り消した事業

所（以下「取消事業所」という。）及び取消事業所と設置者が同

一である他の事業所については、事業所登録取消日から２年を経

過するまでの間、事業所登録及び事業所登録の更新を行わないも

のとする。  

４  市長は、第１項の規定により事業所登録を取り消した事業所に

ついて、第３条第２項第１号から第３号及び第５号から第８号に

定めた事項及び取消事由を公表するものとする。  

５  前項の規定による公表は、市介護保険管理課及び各区高齢障害

支援課介護保険室における閲覧並びに千葉市ホームページへの掲

載の方法により行うものとする。  

 （調査等）  

第９条  市長は、この要綱の施行に関し、必要があると認めるとき

は、口頭、文書又は実地による調査を行うものとする。  

２  市長は、前項の調査により、千葉市介護保険規則（平成１２年

千葉市規則第７４号）第２３条に規定する住宅改修費の支給申請

の際に提出された住宅改修理由書の内容に違反する、又は不適切

な住宅改修が行われたと認めたときは、登録事業所のこ置者に対

し、必要に応じて是正措置を講ずるよう要請するものとする。  

 （領収証等）  

第１０条  登録事業所は、住宅改修費その他の住宅改修に要した費

用の支払を受けたときは、当該支払をした居宅要介護被保険者等

に対し、領収証及び現に要した費用の内訳書を交付しなければな

らない。  

２  前項の領収証及び内訳書には、住宅改修に要した費用について、

居宅要介護被保険者等から支払を受けた費用の額のうち、住宅改

修費に係る費用の額とこれを除く住宅改修に要した費用の額とを

区分して記載しなければならない。  

（住宅改修費の支給）  

第１１条  居宅要介護被保険者等が登録事業所から住宅改修の施工

を受け、かつ、当該居宅要介護被保険者等が当該登録事業所に対

し住宅改修費の受領の委任を行ったときは、登録事業所は、当該

居宅要介護被保険者等が当該登録事業所に支払うべき当該住宅改

修に要した費用について、住宅改修費として当該居宅要介護被保

険者等に対し支給されるべき額の限度において、当該居宅要介護

被保険者等に代わり、その支払を受けることができる。  



２  前項の規定による登録事業所に対する支払があったときは、居

宅要介護被保険者等に対し住宅改修費の支給があったものとみな

す。  

 （居宅要介護被保険者等の資格等の確認）  

第１２条  登録事業所は、住宅改修を行うにあたり、居宅要介護被

保険者等が提示する介護保険被保険者証又は介護保険資格者証に

より被保険者の資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の有

効期間を確認しなければならない。  

（委任状の交付 ) 

第１３条  居宅要介護被保険者等は、登録事業所に第１１条第１項

の委任をしようとするときは、当該登録事業所に対し、委任状を

交付しなければならない。  

（住宅改修に係る住宅改修費の受領の委任の制限）  

第１４条  居宅要介護被保険者等は、当該居宅要介護被保険者等が

次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、登録事業所

に対し、住宅改修費の受領の委任を行うことができない。  

(１ ) 法第６６条第１項又は第２項の規定により被保険者証に支払

方法変更の記載がされている場合  

(２ ) 法第６７条第１項又は第２項の規定により保険給付の全部又

は一部の支払を一時差し止められている場合  

(３ ) 法第６８条第１項の規定により被保険者証に保険給付差止の

記載がされている場合  

(４ ) 法第６９条第１項の規定により被保険者証に給付額減額等の

記載がされている場合  

 （守秘義務）  

第１５条  設置者及び登録事業所の役員及び従業者は、業務上知り

得た居宅要介護被保険者等、その家族等の秘密を漏らしてはな

らない。また、その職を退いた後も、同様とする。  

(補則 ) 

第１６条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、保健福祉

局高齢障害部長が別に定める。  

附  則  

（施行期日 ) 

１  この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  



２  第１２条の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後の規則第７５条第１項及び第９４条第１項に規定する

住宅改修費の支給の申請（以下「申請」という。）から適用し、

施行日前の申請については、なお従前の例による。  

３  この要綱を施行するために必要な第２条及び第３条（第３項を

除く。）に規定する手続その他の行為は、施行日前においても行

うことができる。  

 附  則  

この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。  

   附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調

製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用すること

ができる。  

 附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２９年 1 月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調

製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用すること

ができる。  

 附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附  則  

（施行時期）  

１  この要綱は、令和元年５月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調

製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用すること

ができる。  

附  則  

（施行時期）  

１  この要綱は、令和５年８月１０日から施行する。  



（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調

製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することが

できる。



様式第１号 

年  月  日 

 

介護保険住宅改修費受領委任払いに係る承諾書兼登録申請書 

 

 （あて先）千葉市長 

           

 千葉市介護保険住宅改修費に係る受領委任払実施要綱第２条第１項の規定に基づき、「承諾する内容」

の記載事項に同意し、かつ、これを遵守することについて誓約のうえ、介護保険住宅改修費受領委任払

取扱事業所として登録することを申請します。 

※個人事業主の場合等、申請者と登録事業所が同一のときは、登録事業所の名称～連絡先欄の記載は省略

できます。 

※新規申請の場合、登録事業所の登録番号は空欄にしてください。 

※登録事業所の代表者職氏名・印欄には、契約及び請求等に使用する内容及び印を記入・押印してくださ

い。 

 

 住宅改修費の指定振込先口座 

金融

機関

名称 

               銀  行 

               信用金庫 

               信用組合 

               農  協 

支 店 

 

名 称 

             本 店 

             支 店 

             出張所 

口座種目 １.普通 ２.当座 ３.その他（     ） 口座番号  
 

口座名義人 
フリガナ  

名義人  

登録 

番号 
 

申
請
者
（
設
置
者
） 

フリガナ  

名称  

フリガナ  

代表者職氏名・印 印 

所在地 
〒  － 

連絡先 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

登
録
事
業
所 

フリガナ  

名称  

フリガナ  

代表者職氏名・印 印 

所在地 
 〒  － 

連絡先 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

営業日・営業時間  

利用者からの苦情処理のために

講じる措置 
 



 

承 諾 す る 内 容 

 

 

１ 介護保険の対象となる住宅改修の提供に関しては、関係法令及び千葉市介護保険住宅改

修費に係る受領委任払実施要綱（以下「要綱」という。）等を遵守すること。 

 

２ 市長が、要綱第３条第２項の規定により、介護保険住宅改修費受領委任払取扱登録事業

所一覧（以下「登録事業所一覧」という。）に登録し、及び居宅要介護被保険者等に対し事

業所に係る情報提供を行うこと。 

 

３ 要綱第８条第１項各号のいずれかに該当するときは、市長は、事業所登録を取り消すこ

と。また、同条第４項に掲げる事項及び取消事由を公表すること。 

 

４ 千葉市が実施する新規説明会、更新説明会並びにその他住宅改修に関する研修会に出席

すること。 

 

５ 市長が、要綱第９条第１項の規定により、口頭、文書又は実地による調査を行うこと。 

 

６ 居宅要介護被保険者等から苦情があった場合は、事実関係を確認するため、必要に応じ

て訪問等を行い、当該居宅要介護被保険者等の立場を考慮しながら、円滑かつ迅速に苦情

解決に努めること。また、登録事業所及び設置者において処理し得ない内容についても行

政窓口関係機関との協力により適切な対応を行うこと。 

   



様式第２号 

千保介管第  号 

  年 月 日 

介護保険住宅改修費受領委任払取扱登録事業所可否決定通知書 

 

（申請者（設置者）の名称） 

（ 代 表 者 職 氏 名 ） 様 

 

千葉市長     印 

 

千葉市介護保険住宅改修費に係る受領委任払実施要綱第３条第１項の規定に基づき、下記のとおり決定しまし

たので通知します。 

 

１ 登録の可否 

   （１）登録する   （２）登録しない 

理由： 

 

 

２ 事業所の名称、所在地、代表者職氏名 

名称  

所在地 
 

代表者職氏名  

 

３ 登録番号    

 

 

４ 登録の有効期間 

     年    月    日 ～     年    月    日 

 



様式第３号 

年  月  日 

 

介護保険住宅改修費受領委任払取扱登録事業所に係る変更届出書 

 

  （あて先）千葉市長 

名 称                         

申請者（設置者） 所 在 地                         

代表者職氏名                        印 

 

千葉市介護保険住宅改修費に係る受領委任払実施要綱第７条第１項の規定に基づき、登録内容の変更を届出

します。        

変更年月日（予定日）  登録番号  登録事業所の名称  

 変更があった事項 変更前の内容 変更後の内容 

申
請
者
（
設
置
者
） 

名称 
  

代表者職氏名・印 印 印 

所在地 
〒  － 〒  － 

連絡先 

電話番号   

ＦＡＸ番号   

メールアドレス   

登
録
事
業
所 

名称 
  

代表者職氏名・印 印 印 

所在地 
〒  － 〒  － 

連絡先 

電話番号   

ＦＡＸ番号   

メールアドレス   

営業日・営業時間   

利用者からの苦情処理の 

ために講じる措置 

  

 

変更後の住宅改修費の指定振込先口座 

金融

機関

名称 

               銀  行 

               信用金庫 

               信用組合 

               農  協 

支 店 

 

名 称 

             本 店 

             支 店 

             出張所 

口座種目 １.普通 ２.当座 ３.その他（     ） 口座番号  
 

口座名義人 
フリガナ  

名義人  

※ 変更のあった項目のみ記入してください。



様式第４号 

年  月  日 

 

介護保険住宅改修費受領委任払取扱登録事業所（廃止・休止・再開）届出書 

 

 （あて先）千葉市長 

 

  名 称                         

申請者（設置者） 所 在 地                         

代表者職氏名                        印 

 

次のとおり、（住宅改修の施工・受領委任払い）の事業を(廃止・休止・再開)しますので、

下記のとおり届け出ます。 

 

登録番号  

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業所の代表者職氏名  

 

廃止・休止・再開区分 廃 止 ・ 休 止 ・ 再 開 

廃止・休止・再開日   年  月  日 (～    年  月  日) 

廃止・休止・再開する

理由 

 

施工中の住宅改修に対

する措置 

（休止・廃止の場合） 

   



様式第５号 

千保介管第  号 

  年 月 日 

 

介護保険住宅改修費受領委任払取扱登録事業所取消決定通知書 

 

（申請者（設置者）の名称） 

（ 代 表 者 職 氏 名 ） 様 

 

千葉市長     印 

 

下記の事業所の登録について、千葉市介護保険住宅改修費に係る受領委任払実施要綱第８条第１項の規定に基

づき事業所登録を取り消したので、同条第２項の規定により通知します。 

 

記 

１ 事業所の名称、所在地、代表者職氏名 

名称  

所在地 
 

代表者職氏名  

 

２ 登録番号    

 

 

３ 取消決定日 

    年    月    日 

 

４ 取消事由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


